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Abstract
The disciplinary regulations are thought to be indispensable to the modern public service 
system. “Kanri Fukumu Kiritu” (Disciplinary Regulations) had established in Meiji Era 
and survived under the New Constitution after World War II. Though formaly (legally) 
the regulations were abolished, but the basic concept of the regulations are still alive in 
the public seivice system through modification if necessary. As it were the Disciplinary 













































































































勿らしむ」こと（明治 2 年 1 月）等が新政府から発せられ、また太政官布告等によって「宮中
の事務」の新聞等への掲載禁止（明治 6 年太政官布告 131 号）などが定められていた。
（行政官吏服務紀律の制定）





（第 4 条）、秘密漏洩の禁止（第 5 条）、兼業・贈遺の制限（第 6 条・第 7 条）、請託を受けて「公
を乱」すことの禁止（第 8 条）、無許可での職務離脱の禁止（第 9 条）など、すでに今日の服
務規定の原型があり、同紀律は、懲戒（第 10 条）、長官による所属官の「検察」（第 11 条）及
び  臨時巡察使（第 12 条）の規定を含む全 12 ヶ条からなるものであった。












内閣制度創設の詔勅（明治 18 年 12 月 23 日）を受けた同月 26 日総理大臣の各省大臣への示
達「各省事務を整理するの綱領」（いわゆる官紀 5 章）の第 5「規律を厳にすること」の方針
もあり、「行政官吏服務紀律」を改正（方式としては、廃止・新規制定ではなく「全部改正」）
して「官吏服務紀律」（明治 20 年勅令 39 号）の制定を見ることとなる。この紀律は、戦後ま
で 1 度も改正されず、そのことが強調されすぎるきらいがないところもあるが、これは「勅令」
改正レベルの話であって、現実的な問題としての「官紀振粛」（綱紀粛正）のために内閣訓令




「戦時官吏服務令」（昭和 19 年内閣訓示号外）も発せられている（昭和 20 年 10 月廃止）。  
官吏服務紀律は、17 条からなり、「凡ソ官吏ハ天皇陛下及天皇陛下ノ政府ニ対シ忠順勤勉ヲ
主トシ法律命令ニ従ヒ各其職務ヲ尽スヘシ」とする第 1 条以下、命令遵守（第 2 条）、職務の
内外を問わない義務としての「廉耻」重視と「威権ヲ濫用セズニ謹慎懇切」であるべきとの規
定（第 3 条）、秘密保持（第 4 条）、未発表文書漏示の禁止（第 5 条）、職務離脱の禁止（第 6 条）、
会社役員等への就任の制限（第 7 条）、贈遺の禁止（第 8 条）、利害関係者からの接待の禁止（第
9 条）、部下からの贈遺の禁止（第 10 条）、家族を含んだ商業従事の制限（第 11 条）、相場商
業への関係禁止（第 12 条）、給与を得ての兼業の制限（第 13 条）、浪費破産の「過失」として
の評価（第 14 条）、「無賃乗船無賃乗車切符」の受領禁止（第 15 条）、所属官吏に対する監督（第
16 条）及び適用範囲（高等官判任官及俸給ヲ得テ公務ヲ奉スル者）について規定している。














例えば、昭和 21 年 9 月 6 日に閣議決定された「行政機構及び公務員制度並びにその運営の根
本的改革に関する件」において「服務」について「現行官吏服務紀律は、全面的に改め」る


















他方で草案のタイトルが“National Public Servants Law”（制定時以降の英文タイトルの“Public 














































その後、官吏服務紀律は、国公法の施行に伴い法令としては失効したが、昭和 23 年 1 月 1
日以降は、国家公務員法の規定が適用せられるまでの官吏その他政府職員の任免等に関する法

























































































































































































































【第 4 項は昭和 23 年改正で加わる。】










































【昭和 23 年改正で第 2 項及び第 3 項が







































































































【制定時第 6 項、昭和 23 年改正で「人
事委員会」→「人事院」、昭和 37 年の
行政不服審査法に対応した改正、平成
19 年改正で第 5 項に繰上がり、平成
出来ない。職員は右の私企業














































⑥　第 90 条第 3 項並びに第 91 条第 2
項及び第 3 項の規定は、前項の審査請
求のあつた場合について、第 92 条の
2 の規定は第 4 項の通知の取消しの訴
えについて、それぞれ準用する。
【制定時第 7 項、昭和 37 年の行政不服
審査法に対応した改正、平成 19 年改










【制定時第 8 項、昭和 37 年の行政不服
審査法に対応した改正、平成 19 年改
正で第 7 項に繰上がり、平成 26 年の
行政不服審査法改正に対応して改正】
【なお、昭和 38 年改正で第 9 号が追加
されたが、平成 11 年、平成 14 年及び
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